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   Tourism consists of various economic activity, and plays the big role in regional economic development. However, 

it also contains feature which undergoes influence by indirect factor as economy, a natural disaster and indirect factor 

like harmful rumor. So it is difficult to analysis economical damage for disaster prevention and rehabilitation activity. 

To analyze the feature of the economical damage by tourism, picked out the damage cases in Kyoto City. examin 

each case feature of economic environment in occurring time,and estimate economic damage of the tourism sector 

with input-output analysis. 
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１．はじめに 

 日本国内で有数な観光都市である京都市は 2000年に、

「京都市観光振興推進計画-おこしやすプラン 21-」を策

定し、2010 年に年間 5000 万人の観光客数の実現を目標

を揚げ、2008 年（5021 万人）に目標年次より早く達成し

た 1)。しかし 2009 年には世界的な景気の低迷や新型イン

フルエンザの影響から、阪神・淡路大震災以来 14年ぶり

の減少（4690 万人）となった 2)。2010 年 1 月以降、2008

年並みの強い回復基調にあると報告されている。同報告

は観光が確実に成長している産業であると同時に経済・

自然災害・ウィルスなどの様々なリスクに強く影響され

る産業であることも示している。 

特に 2011年東日本大震災のような、想像をはるかに超

えた複合型災害では、影響の広域化・長期化が復興を困

難にしている。特に観光産業は他の産業と比べて雑多な

活動から構成され、他の産業とも深く結びついている。

また、観光客数も風評や被災地への配慮などの間接要因

にも影響されやすいため、その経済的被害の推計は困難

で、異なるリスクによる観光客の減少はどのような形で

地域経済へ影響を及ぼすのかはまだ明らかになっていな

い。 

 そこで、本稿では歴史的観光都市京都の年間観光客数

の減少につながった過去の事例に着目し、各事例の特徴、

発生時期の京都の経済環境を吟味しながら、産業連関分

析を用い、観光客の減少が地域経済にもたらす被害の推

計を試みる。 

 

２．京都市における観光業被害の事例抽出 

(1) 京都市観光客数の推移 

歴史・文化都市として世界的にも有名な京都は古くか

ら日本の政治・文化の中心で、第二次世界大戦の戦災か

ら免れたこともあって、国宝や重要文化財などの文化遺

産がかなり集積している。京都市の最近 45年の観光客数

のグラフを見ると伸びる勢いで観光客数の推移状況を大

勢的に三つの段階に分けられる(図 1)。1976 年までの急

激的な伸びを示した第 1 成長期、1977 年から 2000 年ま

で 23 年に渡る長期停滞期と特に平成 13 年に策定した

「京都市観光振興推進計画～おこしやすプラン 21～」の

実行による 2010年現在までの第 2成長期である。観光客

数の推移は所々に大勢と明らかに異なるプラスあるいは

マイナスの特異点が見て取れる。プラス成長に影響する

のが関西圏で行われる集客性の優れる大規模なイベント

（1970 年の大阪万国博覧会、1980 年神戸ポートアイラン

ド博覧会、1990 年大阪国際花と緑の博覧会）で、京都市

での開催でなくても、観光客数の押し上げ効果があるこ

とが分かる。一方でマイナスの影響も 1986年のお寺の拝

観停止事件、1995 年阪神淡路大震災と 2009 年の鳥イン

フルエンザの三事例があった。本研究はこれからの観光

地域の防災計画を考える際に、観光客の減少による地域

経済へのダメージを明らかにすることで、今後の防災取

組みのための基礎的知見を揃うために、上記マイナス影

響の三事例を選定し、各事例による地域社会への経済的

影響について分析を行う。 
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